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はじめに 

本日ここに、令和３年度の一般会計予算をはじめとする各議案のご審議をお願

いするに当たり、私の市政運営に向けての所信の一端と、重点施策の大要につい

て申し上げ、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りますよう、お願

い申し上げます。 

昨年来、世界中で猛威を振るう新型コロナウイルスの感染拡大への対応に注力

しなければならない日々が続いております。 

私たちが直面しているこの新しい危機は、日常生活や企業の経済活動などへ深

刻な影響を及ぼすとともに、人々の価値観や生活様式に大きな変化をもたらして

おります。 

市民や事業者の皆様におかれましては、感染拡大防止のため、多大なご協力を

いただいていることに対し、厚く御礼を申し上げます。 

とりわけ、医療や保健、介護の現場などで、市民の命と健康を守るために働き

続けている皆様や、エッセンシャルワーカーとして私たちの身近な暮らしを支え

ている皆様に、深い敬意と感謝の意を表します。 

対面での交流や移動の制限を余儀なくされる中、私は、これまでの日常の有難

さや、非常時におけるリスクコミュニケーションの難しさを実感するとともに、

未だ感染の収束が見えない状況にあっては、引き続き強い緊張感をもって新型コ
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ロナウイルスとの戦いに臨まなければならないと考えております。 

新年度におきましても、市民の皆様の命と暮らしを守り抜くため、「感染対策

の決め手」となる新型コロナウイルスワクチンの接種を一刻も早く実施できるよ

う全力を尽くす覚悟であります。 

また、新年度は、私が市民の皆様から市政の舵取りという大役を仰せつかって

から８年目、２期目の最終年となります。 

私は、市長就任以来、市民一人ひとりがかけがえのない個人として尊重され、

心豊かに生き生きと暮らし、明るい未来に向かってチャレンジする「生涯青春都

市 富士市」の実現を目指し、「まちに元気を、人に安心を」を信条に、様々な

行政課題の解決や市民サービスの向上を図る取組を進めてまいりました。 

まず、「まちに元気」をもたらすために、本市が、ものづくりを中心とした産

業都市として、今後も持続的に発展していけるよう、産業の活性化や賑わいの創

出を図ってまいりました。 

具体的には、ＣＮＦプラットフォームの創設などＣＮＦ関連事業の推進、新工

業団地の開発、本市の玄関口である新富士駅及び富士駅周辺の整備、民間活力に

よる新富士駅構内や中央公園駐車場における飲食商業施設の開設、新環境クリー

ンセンターの建設及びごみ発電による電力の地産地消の取組のほか、総合体育館

の建設、スポーツ宿泊施設やプロサイクリングチーム「レバンテフジ静岡」の誘
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致、東京２０２０オリンピック・パラリンピック事前合宿の誘致などを進めてま

いりました。 

また、「人に安心」を届けるために、危機管理体制や人口減少・少子高齢化対

策の強化、暮らしの質の向上を図ってまいりました。 

具体的には、田子の浦港周辺津波対策の実施、多様な働き方を可能にする「ユ

ニバーサル就労」の推進、市内全小中学校の普通教室へのエアコン設置やＧＩＧ

Ａスクール構想による全ての児童・生徒へのタブレット端末の配備、地域包括ケ

アシステムの構築、新たなコミュニティ交通の導入をはじめとした市民の暮らし

の足の確保、こども医療費助成対象年齢の拡大などを進めてまいりました。 

しかしながら、このような取組を着実に前進させている一方で、新型コロナウ

イルスの感染拡大の影響により、一旦歩みを止めざるを得なかった取組もあり、

コロナ収束後にはその歩みを取り戻し、新しい時代に向け、大きな希望を持てる

よう前進させていく必要があります。 

私は、新型コロナウイルスの感染拡大が引き起こしている多くの困難に対して、

本市が一丸となって立ち向かい、ピンチをチャンスに、マイナスをプラスに転換

し、必ず打ち克つという強い決意を胸に、市政運営に臨んでまいります。 
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新年度の市政運営に向けて 

それでは、新年度の市政運営について申し上げます。 

我が国の経済は、昨年夏以降、持ち直しの動きが見られましたが、新型コロナ

ウイルスの感染拡大の影響により、依然として厳しい状況にあります。 

国は、家計や企業の不安に対処するべく、感染拡大防止や雇用・事業・生活へ

の影響をできる限り緩和する「守り」を固めるとともに、デジタル改革・グリー

ン社会の実現など新たな時代への「攻め」に軸足を移し、経済を回復させ、新た

な成長の突破口を切り開くとしております。 

本市におきましては、「富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付け

た地方創生への取組を更に進めるとともに、市民サービスの向上、地域の活性化、

行政経営の効率化を柱とする「デジタル変革宣言」に基づく取組のほか、    

「ＳＤＧｓ未来都市」として多様な主体とともにＳＤＧｓの達成に向けた取組を

前進させております。 

こうした中、私は、新年度を「市民と共に創る生涯青春都市 富士市 変革の

年」と位置付け、次の施策や取組等を重点的に実施し、ポストコロナの新たな時

代に向けた準備を着実に進めてまいります。 

まず第１に、新型コロナウイルス感染症対策に関連する取組であります。 
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市民の命と暮らしを守るため、国・県や市医師会、商工団体などと連携し、感

染防止対策や地域経済対策を実施してまいります。 

特に、新型コロナウイルスワクチンの接種につきましては、万全な体制を整え

迅速に実施いたします。 

第２に、地方創生に向けた取組であります。 

新年度は総合計画に基づくことなく施策を推進するという、かつてない１年で

あり、このような年にあっては、選択と集中により、今まさに求められている施

策を臨機応変に打ち出していかなければなりません。 

このため、「富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けた施策を軸

とし、「若い世代を地域全体で支える環境づくり」、「新産業創出への支援」、

「企業等の活性化支援」の３つの施策を重点的に実施してまいります。 

「若い世代を地域全体で支える環境づくり」につきましては、喫緊の課題であ

る少子化への対策のため、結婚から妊娠・出産・子育てに至る切れ目のない支援

を行うとともに、地域や企業などと協働し、子ども・子育て支援に対する関心や

理解を深める取組を推進してまいります。 

「新産業創出への支援」につきましては、競争力を備えた強い産業基盤を構築

するため、産学金官の連携により、ＣＮＦ関連産業をはじめとした新産業の創出・

育成や、市内企業の新分野への進出などを支援いたします。 

「企業等の活性化支援」につきましては、「産業都市 富士市」の持続的発展

に向け、地場産業の活性化や、中小企業等の生産性向上及び事業継続などを支援

いたします。 
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第３に、「デジタル変革」に関する取組であります。 

新たな生活様式や価値観を取り入れ、時代の要請に応えるためには、私は、デ

ジタル変革こそが有効な手段であると考えております。 

便利で安心な市民サービスや魅力的な地域づくり、生産性の高い行政経営を実

現するため、行政手続のオンライン化、ＧＩＧＡスクール構想の推進、テレワー

ク先進都市の実現、デジタルマーケティングの推進など「デジタル変革宣言」に

基づく取組を強力に進めてまいります。 

第４に、「ＳＤＧｓの推進」に関する取組であります。 

ＳＤＧｓは、持続可能な社会を実現するための目標であると同時に、ポストコ

ロナの時代における道標でもあります。 

本市が、「ＳＤＧｓ未来都市」として、多様なステークホルダーとのパート  

ナーシップにより地域課題の解決を目指すため、「富士市ＳＤＧｓ未来都市計画」

に位置付けた事業を推進し、市民や事業者への一層の普及促進と取組拡大を図っ

てまいります。 

以上の施策を重点的に展開するとともに、本市の未来を切り拓くまちづくりの

指針となる「第六次富士市総合計画」の策定を着実に進めてまいります。 

新型コロナウイルスの感染拡大は、人々の意識や行動に変容をもたらし、地方

への関心が高まる契機となっており、東京圏への一極集中に変化の兆しが見られ

ております。 
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また、働き方全体を見直す契機にもなっており、新しい生活様式を取り入れる

中、テレワークの導入など働き方の多様化が進んでおります。 

こうした変化は、本市にとって、移住定住や働き方改革、女性活躍などを後押

しする好機であり、ポストコロナの社会を見据え、的確な施策を打ち出していく

ためには、チャレンジ精神や前例に捉われない柔軟な発想が求められていると考

えております。 

このため、あらゆる場面において自ら考え行動できる職場風土を醸成するとと

もに、全ての職員の英知を結集し、信念と自信と希望を持ち、新年度に予定して

いる諸施策に取り組んでまいります。 
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施策の大要 

それでは、新年度の施策の大要につきまして、新規施策や主な事業を中心に、

各政策分野に沿ってご説明申し上げます。 

第１に『安全・安心』に関する施策について申し上げます。 

まず、防災対策につきましては、避難所として使用する小中学校において、

ＧＩＧＡスクール構想で設置する高速無線ネットワークを災害時に開放し、避難

者が安否確認や情報収集できる環境を整備いたします。 

また、引き続き、危険なブロック塀等の所有者への啓発や撤去・改善に対する

補助を実施するとともに、木造住宅の耐震補強を支援してまいります。 

豪雨災害対策につきましては、潤井川、小潤井川、沼川などにおける最大規模

の降雨を想定した洪水ハザードマップの配布に併せ、活用講座を各地区で開催し、

マイ・タイムラインを使った避難行動の周知・啓発を図ってまいります。 

治山・治水対策につきましては、引き続き、急傾斜地の崩壊対策を進めるとと

もに、富士早川や新富士駅南地区土地区画整理事業施行区域内の下堀などを整備

するほか、今泉地区や大野新田地区の工業地域における水路改修などを実施して

まいります。 

田子の浦港周辺の津波対策につきましては、津波による浸水被害の軽減を図る

ため、県と連携し、第３波除堤の機能強化対策工事に着手いたします。 

交通安全・防犯につきましては、引き続き、高齢の運転免許証返納者を対象に

公共交通の回数券を交付するとともに、通学路における防犯カメラ設置費用に対
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する補助を実施いたします。 

市民相談につきましては、犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図り、

安全で安心して暮らすことができる地域社会の実現を目指すため、犯罪被害者等

支援条例の制定に向け、具体的な検討を進めてまいります。 

また、複雑・多様化している消費者被害の防止に向け、消費生活相談員を増員

し、相談体制の強化や消費者教育の充実を図るとともに、引き続き消費者被害に

遭いやすい高齢者や障害者などの見守り活動を促進してまいります。 

消防・救急・救助体制につきましては、大規模災害時に隊員を輸送する支援車

Ⅲ型を配備するとともに、中央消防署吉永分署の高規格救急自動車及び消防団第

２３分団の消防ポンプ自動車を更新いたします。 

また、消防職員の防火衣などの装備品を最新の耐火性能を備えたものに更新す

るとともに、消防団員の準中型自動車免許取得を支援する補助制度を創設いたし

ます。 

さらに、大規模地震への備えを強固なものとするため、現在の高い消防水利の

充足率を維持できるよう、老朽化した防火水槽の長寿命化対策を進めてまいりま

す。 

第２に『健康・福祉』に関する施策について申し上げます。 

まず、新型コロナウイルス感染症対策につきましては、国・県からの情報を注

視し、市内医療機関等と連携して市民へのワクチン接種を実施いたします。 

また、引き続き、富士保健所と緊密に連携し、市民や事業者への情報提供や感

染防止策の周知を行うとともに、市医師会と協力し「富士市地域外来・検査セン
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ター」を運営いたします。 

保健予防につきましては、子宮がんの予防や早期発見に繋げるため、産婦人科

医と連携した親子講座を開催するなど、子宮がんに関する知識の更なる普及を図

ってまいります。 

中央病院につきましては、引き続き、病院内における新型コロナウイルスの感

染制御の取組を実施し、感染症患者の治療を行う重点医療機関として適切な医療

を提供してまいります。 

また、高精度放射線治療検証システムを用いた放射線治療や、肺がんの化学療

法を実施するなど、地域の基幹病院として診療体制を強化し、高度医療を積極的

に提供してまいります。 

さらに、全身用Ｘ線ＣＴ診断装置や循環器用Ｘ線透視診断装置などの高度医療

機器を更新いたします。 

看護専門学校につきましては、令和４年度からの新カリキュラム適用開始に向

け、ＩＣＴ活用の基礎的能力の強化を図るため、電子教科書や電子黒板を導入す

るなど教育環境を整備してまいります。 

少子化対策につきましては、本年度中に策定する「はぐくむＦＵＪＩ少子化対

策プラン」に基づき、本市の少子化の現状に即した施策を総合的かつ計画的に推

進してまいります。 

結婚支援につきましては、結婚に伴う経済的負担の軽減を図るため、「はぐく

むＦＵＪＩ結婚新生活支援補助金」を拡充いたします。 

また、県と連携し出会い応援事業を実施するとともに、引き続き結婚相談事業

「ハッピネスＦｕｊｉ」の利用を促進してまいります。 

-10-



子育てしやすい環境づくりにつきましては、廃園となった元吉原幼稚園の園舎

を複合型子育て拠点として再整備し、元吉原放課後児童クラブの移転と子育て支

援センターの開設により子育て支援の充実を図ってまいります。 

また、同拠点において、子育て世代の多様なニーズに対応するため、仕事と家

庭の両立や柔軟な働き方の実現に向けた支援、子育て世代の移住・定住者への支

援などを官民が連携し実施してまいります。 

さらに、妊産婦等の負担や不安の解消を目的とした家事・育児支援サービスを

開始するとともに、子育て情報や各種手続を集約したオールインワンの子育て支

援アプリの導入に向け検討してまいります。 

子どもの健やかな成長への支援につきましては、「（仮称）富士市こどもの権

利条例」の令和４年４月の施行に向け、懇話会やワークショップ等を開催すると

ともに、こどもの権利について社会全体で考える機運を醸成するイベント等を実

施いたします。 

また、いじめや不登校、虐待、貧困など、生きづらさや悩みを抱えながら過ご

す子どもへの支援を充実させるため、「子どもの居場所運営補助金」と、県内初

となる「子ども食堂開設支援補助金」を創設いたします。 

さらに、子どもの養育環境の維持・改善を図るため、配慮が必要な家庭を訪問

し家事及び育児の支援を行う養育支援ヘルパー事業を開始いたします。 

保育環境の整備につきましては、富士駅北地区において、令和４年４月に開園

予定の私立認定こども園の施設整備に対し支援してまいります。 

また、幼児教育及び保育の質の向上や、保育士等の事務の負担軽減、保護者の

利便性の向上を図るため、教育・保育施設におけるＩＣＴ化を引き続き推進して
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まいります。 

さらに、複雑化し膨大な時間を要している保育所の入所選考を迅速に行うため、

ＡＩを用いた選考システムを導入いたします。 

地域包括ケアシステムの構築につきましては、地域における支え合い活動を住

民主体で推進するため、高齢者の生活支援サービスを提供する団体等を対象とし

た補助制度を創設いたします。 

高齢者及び障害者福祉につきましては、認知症、知的障害、精神障害などによ

り判断能力が十分でない方の権利を尊重し、擁護する成年後見制度の利用を促進

するため、「富士市成年後見制度利用促進計画」を策定いたします。 

また、医療的ケアを必要とする重症心身障害児を在宅で介護する家族等の負担

を軽減するため、中央病院小児病棟の空床を利用した医療型短期入所サービスの

提供を開始いたします。 

さらに、手話への理解を広め、手話を使って安心して暮らすことのできる社会

を構築するため、手話言語条例の制定に向け、市民等による懇話会を開催いたし

ます。 

地域福祉につきましては、高齢化の状況や市民意向を反映した敬老事業として

いくため、富士市敬老事業審議会の答申を踏まえ、敬老会事業や敬老祝金事業等

を改廃し、高齢者の公共交通割引支援など高齢者支援の充実を図ってまいります。 

ＤＶ対策につきましては、ＤＶに関する問題に総合的に対応するため、｢第三

次富士市ＤＶ対策基本計画｣を策定し、ＤＶの防止及び被害者への支援の充実を  

図ってまいります。 

ユニバーサル就労につきましては、相談者の希望を実現できるよう、機能を再
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編したユニバーサル就労支援センターにおいて、引き続き一人ひとりに寄り添っ

た支援を行うとともに、ユニバーサル就労事業の継続的かつ発展的な推進に向け、

「富士市ユニバーサル就労推進基本計画」を策定いたします。 

第３に『産業』に関する施策について申し上げます。 

まず、工業振興につきましては、事業者の持続的な操業と新型コロナウイルス

感染症の影響からの速やかな回復を支援するため、本年度中に策定する「第２次

富士市工業振興ビジョン後期事業計画」に基づく諸事業を着実に実施してまいり

ます。 

新産業の創出につきましては、事業者の新産業・成長産業分野への参入や新技

術の導入等の促進を図るため、「ＳＤＧｓものづくり事業支援補助金」を創設い

たします。 

ＣＮＦ関連産業の創出及び集積につきましては、事業者の取組ステージに応じ

た各種セミナーや、ＣＮＦサプライヤー、ユーザー及び研究者によるマッチング

会を開催するとともに、引き続き事業者の研究・製品開発を支援してまいります。 

また、富士市ＣＮＦプラットフォーム会員との協働のもと全国規模の展示会に

出展し、これまでの取組等を通して生まれたＣＮＦ関連製品をＰＲするなど、「富

士市ＣＮＦブランド」の確立に向け、プロモーション活動を展開してまいります。 

地場産業の振興につきましては、「紙のまち 富士市」と「地球環境に優しい

素材 紙」を市内外に広く発信するため、商工・紙業団体等と連携し、「富士山

紙フェア」を開催いたします。 

中小企業及び小規模企業の振興につきましては、リニューアルする産業支援セ
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ンターにおいて他の産業支援機関等との連携を強化し、市内事業者等の販路開拓

や新商品開発、起業・創業などに向けた伴走型支援を行うことに加え、積極的な

企業訪問によるプッシュ型支援を実施し、経営の課題解決やデジタル技術を活用

した事業変革などを支援してまいります。 

市内中小企業等におけるテレワークの推進につきましては、本年度に策定する

テレワーク推進ロードマップに基づき、導入促進セミナーの開催や無料でウェブ

会議等を実施できる場所を提供するなど、導入支援を行ってまいります。 

また、ビジネスチャンスの創出やＩＴ導入の普及促進を図るため、ＩＴベン 

ダーと市内中小企業等を対象としたビジネスマッチングフェアを新たに開催いた

します。 

企業誘致・留置につきましては、県企業局と連携し第２期富士山フロント工業

団地の造成工事を進め、進出企業を公募により決定いたします。 

また、首都圏で開催される「企業立地フェア」等に出展するとともに、市内に

ＩＴ導入支援事業者の立地を促進する補助制度を創設いたします。 

地域ブランドの推進につきましては、本市にふるさと納税の申込みができる民

間ポータルサイトの数を増やすとともに、富士川楽座において、富士ブランド認

定商品の売場の設置を支援するなど、地域産品のＰＲ及び販路拡大を促進してま

いります。 

 観光振興につきましては、岳南電車が岳南富士岡駅に計画している「ミニ鉄道

パーク」の整備費の一部を助成するとともに、引き続き親子を対象とした市内観

光ツアーを実施するなど、コロナ禍におけるマイクロツーリズムを推進してまい

ります。 

-14-



また、桜の名所である龍
りゅう

巌
がん

淵
ぶち

において、花見を楽しむ来訪者の安全を確保す

るため、シーズンを限定した観覧エリアを設置いたします。 

さらに、富士山登山ルート３７７６のＰＲ動画を新たに作成、配信し、閲覧  

データを分析するデジタルマーケティングの手法により、効果的な観光プロモー

ションを展開してまいります。 

商業振興につきましては、賑わい創出に向けたアンケートを実施するとともに、

引き続き遊休不動産所有者と出店希望者のマッチングを実施するなど、中心市街

地の遊休不動産の活用を促進してまいります。 

田子の浦港の賑わいづくりにつきましては、田子の浦港の魅力を広く発信する

ため、本年５月に寄港するクルーズ客船のおもてなしを実施いたします。 

農業振興につきましては、茶業の活性化を図るため、引き続き「富士のほうじ

茶」のブランド化を進め、販路開拓や商品開発などを支援してまいります。 

また、有害鳥獣からの農作物被害防止を図るため、近年被害が増加している小

動物捕獲に対する補助金制度を拡充いたします。 

さらに、大淵地区にある旧藤田邸においては、茶園と富士山の眺望を有する大

淵笹場への人の流れを呼び込む施設として、利活用を検討してまいります。 

林業振興につきましては、富士地域材の利用促進を図るため、森林環境譲与税

を活用し、木造非住宅の取得などに対する補助制度を創設いたします。 

また、林業に携わる人材の確保及び育成を図るため、中高校生を対象とした施

業現場見学会や、県立農林環境専門職大学と連携した市内林業事業体への職場体

験を新たに実施してまいります。 

さらに、野田山健康緑地公園のキャンプ場においては、富士山や駿河湾が一望
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できる眺望と雄大な自然を活かし、より魅力的な施設としていくため、民間活力

を導入し、サービスの向上及び利用環境の改善を進めてまいります。 

雇用対策につきましては、企業と学生を繋ぐオンライン交流会を新たに実施す

るなど、大学と連携しＵＪＩターンを促進するとともに、引き続き、学生に対す

るインターンシップへの支援やハローワーク富士と連携した企業面接会を実施し

てまいります。 

第４に『環境・上下水道』に関する施策について申し上げます。 

まず、富士・愛鷹山麓地域の環境管理につきましては、「富士市富士・愛鷹山

麓地域の森林機能の保全に関する条例」を本年４月１日に施行し、自然環境の保

全と創造、自然の節度ある利用を図ってまいります。 

また、富士・愛鷹山麓地域の植林面積や森林伐開面積などの測量を効率的に実

施するため、ドローンを用いたレーザー機器等を導入し、市職員による測量実施

体制を構築いたします。 

地球温暖化対策につきましては、脱炭素社会の実現に向け、第三者所有モデル

による太陽光発電設備の設置を促進するため、「再生可能エネルギー普及推進事

業費補助金」を創設いたします。 

ＥＳＣＯ事業につきましては、公共施設からの温室効果ガスの排出を抑制する

ため、市庁舎・消防防災庁舎及びフィランセにおける空調設備等の改修や、市立

高校における事業化の検討、全公共施設における照明設備の一括ＬＥＤ化につい

ての可能性調査を進めてまいります。 

自然環境の保全につきましては、引き続き、「生物多様性ふじ戦略」に位置付
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けた重点プロジェクトを展開するとともに、富士山麓ブナ林創造事業を実施いた

します。 

富士市森林墓園につきましては、墓地需要の増加や市民ニーズに対応するため、

合葬式墓地の整備に向け実施設計を行ってまいります。 

ごみの減量化につきましては、食品ロスの削減に向けた取組を充実させるとと

もに、古紙やプラスチック製容器包装など、資源物の分別徹底の啓発を引き続き

行ってまいります。 

また、稼働を停止した環境クリーンセンターの解体工事に着手いたします。 

上水道事業につきましては、老朽管の更新及び主要管路の耐震化を計画的に進

めるとともに、水道施設の効率的な維持管理を推進するほか、漏水が多い地区に

おいて重点的に調査してまいります。 

また、地震等の自然災害による富士水系のリスク分散などを図るため、富士中

央配水池の詳細設計を実施いたします。 

簡易水道につきましては、令和４年度における中里西簡易水道組合との統合を

目標に、神谷４号水源地の整備工事を実施するなど、準備を進めてまいります。 

また、各簡易水道組合の統合に向け、引き続き布設替工事等を支援してまいり

ます。 

公共下水道事業につきましては、引き続き、鷹岡・天間・青葉台地区などにお

いて管網整備を推進するとともに、老朽化が進む施設の更新改築を計画的かつ効

率的に進めるほか、包括的民間委託により施設の適切な維持管理を行ってまいり

ます。 

また、各浄化センターにおいて、下水汚泥の処分量削減やエネルギー化を促進
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するため、汚泥処理の過程で発生する消化ガスを有効活用した民設民営型のガス

発電事業を実施してまいります。 

第５に『教育・文化・スポーツ』に関する施策について申し上げます。 

まず、教育全般につきましては、教育に関する大綱である「富士市教育振興基

本計画」を策定し、今後１０年間の本市の教育が目指すべき姿と施策の方向性を

示してまいります。 

小中学校につきましては、「富士市立小中学校適正規模適正配置基本方針」に

基づき、規模等の適正化に向けた取組を推進してまいります。 

また、富士川第二小学校と富士川第二中学校において、令和４年度からの一体

型施設の供用開始に先立ち、本市初となる小中一貫教育を開始いたします。 

学校教育につきましては、学校・家庭・地域との連携を強化するため、新たに

小学校３校に学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクール事業を拡充する

とともに、特別支援教育の一層の充実を図るため、特別支援学級サポート員を増

員いたします。 

また、ＧＩＧＡスクール構想により整備したＩＣＴ機器の特徴を生かした教育

を推進するため、ＩＣＴ支援員を増員いたします。 

教育施設の整備につきましては、施設の長寿命化に向けて、大淵第一小学校、

青葉台小学校、鷹岡中学校、岳陽中学校における屋内運動場のリニューアルや、

吉原小学校などにおける校舎等の改修を実施いたします。 

青少年健全育成につきましては、「ステップスクール・ふじ」において、多様

な学びのニーズへの対応を充実させ、一人ひとりに合わせた、社会的な自立を目
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指した取組を進めてまいります。 

また、本年１月の成人式がウェブ配信での開催となったことから、新成人が集

まり旧交を温めていただくためのイベントを、本年８月に開催いたします。 

文化財の保護・活用につきましては、今後、地域全体で文化財を継承し、総合

的に保存・活用していくため、「富士市文化財保存活用地域計画」を策定いたし

ます。 

また、須津古墳群の活用に向けた取組として、国指定史跡浅間古墳において、

古墳の立地環境を明らかにするため、周辺地形の測量調査を実施するとともに、 

沼津市との連携により、両市が持つ文化財の価値を向上させるため、愛鷹山の古

墳文化をテーマとして、展示会等を開催いたします。 

さらに、国重要文化財古谿
こ け い

荘
そう

につきましては、明治時代後期の貴重な近代和風

建築を後世に残すため、国・県、所有者と協力して将来的な保存・活用に向けた

修復に取り組んでまいります。 

富士山かぐや姫ミュージアムにつきましては、約８，０００点に及ぶ富士山関

係資料を広島市在住のコレクターから寄贈していただいたことを受け、これらの

資料を活用した常設展示を行ってまいります。 

オリンピック・パラリンピック関連事業につきましては、「東京オリンピック・

パラリンピック富士市推進委員会」を中心に、新型コロナウイルス感染症対策に

十分留意し、官民が連携して様々な事業を実施いたします。 

事前合宿については、本市で受入れを予定しているスイス連邦水泳チーム、ラ

トビア共和国陸上競技チーム及び自転車競技チーム、モンゴル国パワーリフティ

ングチームが、大会本番で最高のパフォーマンスを発揮できるよう万全の体制で
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支援いたします。 

交流事業については、事前合宿を予定している３か国を身近に感じていただく

ための事業を実施するとともに、文化プログラムについては、３か国の音楽の公

演や市内の文化芸術団体等の展示や舞台公演を開催いたします。 

スポーツ活動の推進につきましては、オリンピック・パラリンピックの自転車

競技が県東部・伊豆地域で開催されることを契機に、自転車を活用したまちづく

りやサイクルツーリズムを推進するため、「富士市自転車活用推進計画」を策定

いたします。 

また、本市を拠点とするプロサイクリングチーム「レバンテフジ静岡」を引き

続き支援するとともに、本市を会場としたプロカテゴリーレースの本年１０月の

開催を目指し、関係機関と協議を進めてまいります。 

さらに、自転車活用推進の拠点として、レンタサイクルや休憩スペースなどを

備えたサイクルステーションを本年１１月にオープンいたします。 

総合体育館につきましては、施設整備及び１５年間の運営を担う民間事業者の

募集を開始いたします。 

第６に『都市整備』に関する施策について申し上げます。 

まず、都市計画につきましては、持続可能な都市づくりを推進するため、「第

四次国土利用計画（富士市計画）」の改定と、「富士市都市計画マスタープラン」

の策定に取り組んでまいります。 

また、市街化調整区域における地区計画の策定に向け、勉強会やタウンウォッ

チングなどを開催いたします。 
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地籍調査につきましては、災害復旧を迅速に行うため、津波浸水想定区域であ

る田子の浦港周辺の調査を引き続き実施してまいります。 

土砂等の埋立てにつきましては、違反行為の撲滅に向け厳正に対処するため、

警察及び富士山麓周辺の他市町との連携や、新たにドローンを活用した測量によ

る正確な現状把握を進めてまいります。 

市街地整備につきましては、富士駅北口の再開発事業の都市計画決定手続に着

手するとともに、駅周辺の賑わいづくりや公共交通の利便性向上を目的とした公

益施設を整備するため、「富士駅北口都市機能整備構想」を策定いたします。 

また、居心地が良くウォーカブルなまちなかを創出するため、富士駅北口周辺

地区をモデルとし、まちなか空間活用調査を新たに実施いたします。 

さらに、新富士駅周辺地区における南北間の連携強化及び駅前広場へのアクセ

ス性向上を図るため、「（仮称）駅前通り線」の測量及び予備設計を実施いたし

ます。 

土地区画整理事業につきましては、新富士駅南地区において、柳島田子浦線の

供用を開始するとともに、駅前商業地域の土地利用について、関係地権者で組織

された「新富士駅南口駅前地区共同化検討協議会」により、引き続き検討してま

いります。 

また、新富士インターチェンジ周辺地区において、住宅街区の整備完了を目指

すとともに、流通業務街区等の供用開始を遅滞なく行うため、引き続き街区造成

や道路工事等を進めてまいります。 

道路整備につきましては、新東名高速道路へのアクセス道路である本市場大渕

線や、新々富士川橋に関連する五味島岩本線などの早期完成に向け取り組んでま
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いります。

公共交通につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大により利用者が著し

く減少していることから、交通事業者への支援を拡充するとともに、引き続き車

両の感染拡大防止対策について支援いたします。 

また、自動車に過度に依存することなく生活できるよう、コミュニティ交通の

運行や利用促進を引き続き行うとともに、路線バスの廃止が想定される地区にお

いて、住民の皆様と協働で、暮らしの足を確保するための具体策を検討してまい

ります。 

公園・緑地につきましては、富士川左岸緑地の駐車場不足の解消に向け、再整

備区域のうち、南側の外周園路及び駐車場を改修するとともに、比奈公園の西側

広場及び富士西公園の駐車場を整備するほか、広見公園に多目的トイレを設置い

たします。 

魅力ある景観の創出につきましては、優れた屋外広告物に対して｢第二回富士

市広告景観賞｣の表彰を行うとともに、大規模な建築物や屋外広告物に対して指導

してまいります。 

移住・定住につきましては、暮らしと働き方の両面から移住・定住しやすい環

境づくりを進めるため、移住を検討している方や移住者を対象とした交流会や、

移住前に習得したスキル等を活かすことができる柔軟な働き方を提案するセミ 

ナーなどを引き続き開催いたします。 

また、東京圏からの移住を促進するため、国の制度改正に合わせた「移住就業

支援補助金」の交付要件の大幅緩和や、「先導的テレワーク移住者支援補助金」

の対象経費の拡充を実施いたします。 
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住環境の向上につきましては、新しい生活様式を踏まえた住生活のニーズの変

化に的確に対応するための「在宅テレワーク対応リフォーム支援補助金」と、世

代間の助け合いにより、子育て世代の負担軽減や高齢者の安全・安心な暮らしの

確保を図るための「多世代同居・近居支援奨励金」を創設いたします。 

空き家対策につきましては、市民や事業者と協力し、空き家の適正管理の一層

の推進や利活用の促進を図るとともに、引き続き危険空き家の除却を進めてまい

ります。 

また、移住を検討している方が空き家活用に関心を持っていただくため、空き

家活用プランセミナーを開催いたします。 

第７に『都市経営』に関する施策について申し上げます。 

まず、コミュニティ活動につきましては、住民主体のコミュニティづくりを進

めるため、地区活動におけるデジタル技術の活用や人材育成などを支援いたしま

す。 

地区まちづくりセンターにおける指定管理者制度導入につきましては、令和４

年４月からの制度の運用を検討していただいているまちづくり協議会との協議を

進めてまいります。 

まちづくりセンターにつきましては、全てのまちづくりセンターに公衆無線 

ネットワーク環境を整備するとともに、現在移転改築中の岩松まちづくりセン 

ターを９月に供用開始するほか、吉原まちづくりセンターのリニューアルに向け

実施設計を進めてまいります。 

男女共同参画につきましては、多様性を認め合い誰もが自分らしく生きること
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ができるよう、パートナーシップ宣誓制度を本年４月からスタートするとともに、

性別に捉われず個性と能力を十分に発揮できる社会の実現に向け、「第４次富士

市男女共同参画プラン」を策定いたします。 

また、ワークライフバランスの一層の促進を図るため、富士宮市と連携し、富

士地域の事業者等を対象とした講演会やワークショップを開催いたします。 

国際交流につきましては、米国オーシャンサイド市との姉妹都市提携から３０

周年の節目を迎えることから、オンラインによる署名式やトークイベント、パネ

ル展などを開催いたします。 

ＳＤＧｓの推進につきましては、市民協働事業提案制度を活用した普及啓発を

引き続き進めるとともに、パートナーシップによる地域課題の解決を目指すため

のプラットフォームの運用を開始いたします。 

行政運営につきましては、効率的かつ効果的な市政運営を推進し、市民満足度

の高い行政サービスの実現と堅固な行財政基盤を確立するため、「第４次富士市

行政経営プラン」を策定いたします。 

また、行財政運営の厳しさが増す中、複雑・多様化する市民ニーズや行政課題

に的確に対応し、真に必要な事業へ経営資源を投入していくため、全庁を挙げて

「業務活動レビュー」による業務の抜本的な見直しに取り組んでまいります。 

さらに、場所に捉われない多様な働き方を進め、業務の更なる効率化を図るた

め、職員のテレワークを推進してまいります。 

情報化の推進につきましては、デジタル変革宣言に基づく情報化事業を効果的

に実施するための指針として、「第四次富士市情報化計画」を策定いたします。 

行政サービスのデジタル化につきましては、市税や上下水道料金のスマート 
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フォンアプリによるキャッシュレス収納を開始するとともに、デジタル格差の解

消に向け、産学官民の連携による講座や相談会を開催するほか、行政手続におけ

る押印の廃止とオンライン化を引き続き進めてまいります。 

また、市民課窓口の混雑を緩和するため、受付待ち時間を確認できるサービス

を更に周知するとともに、マイナンバーカードの普及を図るため、引き続き休日・

夜間の交付窓口の開設や地区まちづくりセンターにおける出張受付を実施いたし

ます。 

広域行政の推進につきましては、富士山麓の広域的な魅力をＰＲするため、富

士山ネットワーク会議の会長市として、近隣市町と連携し、移住促進や自転車活

用に関連した事業を実施いたします。 

シティプロモーションの推進につきましては、ブランドメッセージ「いただき

への、はじまり 富士市」の普及を図るため、ＰＲ動画やラジオドラマを制作い

たします。 

また、関係人口を創出するため、各地の本市出身者をオンラインで繋ぐ「富士

青春市民オンラインフェス」を開催し、まちの魅力を語ることのできる「富士市

ファン」の増加を図ってまいります。 

次に、新年度の執行体制について申し上げます。 

社会経済情勢の変化や新たな行政課題に的確に対応するとともに、将来を見据

えた未来志向の組織体制を構築するため、組織の改正を行ってまいります。 

まず、総務部におきましては、デジタル変革を加速化させるため、情報政策課

内に「デジタル戦略室」を新設いたします。 
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中央病院におきましては、事務部医事課が所管する業務のうち、専門性の高い

業務をより円滑に行うため、院長直属の「診療情報管理室」を新設いたします。 

教育委員会におきましては、まちづくりセンター講座に関する業務をまちづく

り課から移管し、社会教育課を「社会教育担当」と「青少年教育担当」の２担当

制といたします。 

環境部におきましては、「新環境クリーンセンター建設課」と「環境クリーン

センター」を廃止し、新たに「新環境クリーンセンター」を設置いたします。 

以上申し上げてまいりました各施策、事業を実行するため、 

令和３年度当初予算は、 

一般会計 ８５３億円 

特別会計 ５３１億４，１１０万円 

企業会計 ３２６億６，０４０万３千円 

総計 １，７１１億  １５０万３千円 となりました。 

一般会計につきましては、新環境クリーンセンターの完成などにより、前年度

と比較し、６７億円、７．３％の減となっております。 

歳入の根幹を成す市税は、４５９億３，３１０万円で、新型コロナウイルスの

感染拡大の影響により、前年度と比較し、１４億８，９７０万円、３．１％の減

収を見込んでおります。 

主要税目では、個人市民税が、給与所得の減により７億２５０万円の減、法人

市民税が、企業収益の悪化や税率変更により４億７，１９０万円の減、固定資産

税が、家屋及び償却資産の軽減措置等により２億２，９５０万円の減収となる見
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込みであります。 

一方、歳出面においては、感染症対策や少子化対策など喫緊の課題への対応の

ほか、高齢化の進行に伴う社会保障、医療関係経費の増嵩、老朽化が進む公共施

設の改修にも多額の経費を要するなど、依然厳しい財政状況下での予算編成であ

りました。 

このため、全ての事務事業を対象とした成果・効果に基づく再検証を徹底する

とともに、セルフレビューに基づく歳出の効率化、重点化により財源を捻出し、

「生涯青春都市 富士市」の実現に向け、選択と集中による予算編成を行ったも

のであります。 

-27-



むすび 

以上、私の市政運営における所信の一端と新年度の施策の大要について申し上

げました。 

本市は、富士山麓の多様な自然と美しく雄大な景観や豊富な地下水、それらを

活用した各種産業、幅広い人材や高い技術力、地域の誇りなど、富士山の大いな

る恵みとともに発展を遂げてまいりました。 

このような本市の発展の背景には、古くは富士川の氾濫をはじめ各所で発生し

た自然災害や、高度経済成長期における公害問題など、幾多の困難に直面しなが

らも、多くの先人の知恵とたゆまぬ努力により克服し、適応してきた歴史があり

ます。 

歴史的な転換期に臨んでいる今、私たちが、現在の難局を乗り越え、社会の変

化に適応し、本市を持続可能なまちとして次世代に繋いでいくためには、富士山

の恵みを循環させ、継承し、新たな価値を創造していかなければなりません。 

このため、私をはじめ全ての職員が、不退転の決意で困難に立ち向かい、市政

運営において、「変革」を進めることで、本市の持続可能な未来を切り拓いてま

いります。 

何卒、議員各位をはじめ、市民の皆様のより一層のご理解とご協力をお願い申

し上げます。 
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本定例会に提案いたしました各会計予算案をはじめ、全ての提案について、十

分なるご審議を賜り、議決をいただきますようお願い申し上げまして、私の施政

方針といたします。 
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